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オンリーワンの福祉計画づくり
―南大隅町地域福祉計画策定のための４年目の取り組み―
高橋　信行＊
要約
鹿児島県南大隅町では2017年３月に，2018年度よりの５年間の「地域福祉計画」をつくりあげ
た。筆者は2013年よりパイロット事業を含め４年間，ファシリテーターとして地域福祉計画作成
プログラムに関わってきた。行政計画である福祉計画策定には，民間のコンサルタントやシンク
タンクに策定を委託するケースも多く，計画そのものが，行政が責任あるものになっているのか，
住民参加は担保されているのかなど，いくつか懸念される事項があった。大学として，こうした
プログラムに関わる場合，そうした点が改善されるのかという点が焦点の一つである。
本稿では特に，①計画への住民参加，②計画での行政の責任性，③行政職員の主体化への変化，
④行政内部の組織化，⑤他機関との連携，⑥行政と住民の相互理解，⑦社会資源の活用といった
側面から本計画の策定過程を検討し，一定の成果を報告している。
はじめに
このレポートは，南大隅町地域福祉計画策定のための最終年の取り組み過程を，ファシリテーターとし
て関わった筆者がまとめたものである1。地域福祉計画づくりの準備に入ったのは，2013年度であり，計
画が策定されたのが2016年度であったので，実に４年間をかけて関わったことになる。具体的には，２年
間の準備段階を経て，３年目から策定のための実態調査，そして４年目に委員会がたちあがり，計画が作
られた。通常，半年から１年でつくりあげる福祉計画が多い中，準備段階を含め４年間で計画づくりに本
格稼働したとも言える，特に最後の半年に焦点をあて，ファシリテーターあるいは，コミュニティワー
カーとしての筆者の視点からその取り組みを述べていくこととする。
　 　
キーワード：コミュニティワーク，ワークショップ，地域福祉計画，地域福祉活動計画，ファシリテーター
　 　
＊本研究所委託研究員・本学福祉社会学部教授
　 　
1  南大隅町とは，2013年度より，毎年，地域福祉計画策定のための準備研究として委託費をいただき，2016年度まで研究を続け
てきた。当初の南大隅町の委託業務についての目的と業務については，当初，地域福祉計画が策定されていない状況の中で，地
域福祉計画及び地域福祉活動計画の啓発と策定推進に寄与することを目的とするとされ，本業務は，本町における地域福祉計画
の策定にあたり，本町の福祉環境を取り巻く現状と課題を把握するための基礎調査および住民参加を取り入れた計画策定手法の
企画・立案を行うものであるとされていた。
これまでの４年間の研究成果は，随時【地域総合研究】に原稿の形でも掲載してきた。それらは以下のものである。
「調査とコミュニティワーク―島泊集落調査から」地域総合研究第42巻第２号（鹿児島国際大学附置地域総合研究所）2015
「過疎地域の地域福祉計画はいかにあるべきか」地域総合研究第43巻第２号（鹿児島国際大学附置地域総合研究所）2016
研究ノート
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なお南大隅町は平成28年10月１日現在で人口7,827人，高齢化率45.8％の自治体であり，鹿児島県内では
最も高齢化が進んでいる。
1.	 準備研究（パイロット研究）
（１）平成25年度―島泊関連調査（パイロット研究１）
①島泊地区調査（2013年６月）―地域福祉推進のための実態調査と高齢者インタビュー調査
研究初年度にあたる2013年６月に２つの調査を実施した。１つは集落の人たちを対象にしたアンケート
調査であり，２つめは集落の高齢者の方からのインタビューである。最終的にアンケートは20歳以上の住
民117名（高齢化率61.4％）のうち，65名の方から回答を得た（回収率は55.6％）。調査法は留置法と面接
法の併用，インタビューも７名の方からお話を聞くことができた。
②報告会（2013年11月）
11月19日島泊地区調査結果について南大隅町民を鹿児島国際大学地域総合研究所に招いて，学生と教員
による報告会を実施した。
③報告書作成（2014年３月）
島泊調査結果報告書を作成し，町に提出した。なお報告書の住民に対するインパクトを知るために，報
告書についての調査（2014年５月）をその後実施した。
その他，平成25年10月21日　平成25年度第２回暮らし安心・健康づくり研修会に講師として参加。翌年
２月15日にも講演を行った。
（２）平成26年度―滑川校区（パイロット研究２）
①滑川校区アンケート調査および高齢者インタビュー調査（2014年６月）
留め置き法による住民（20歳以上）898名（高齢化率47.3％）に対するアンケート調査および高齢者イ
ンタビュー（７名）を実施した。
②報告会＋ワークショップ（2014年10月）
10月26日に南大隅町滑川校区において行った調査の中間報告及び，住民に対するワークショップを滑川
の施設，横ビュー高原ふれあい館において行った。
③2015年２月７日くらし安心・健康づくり研修会　「在宅医療・地域福祉セミナー」報告講演（２年間の
総括的報告）
④報告書作成と次年度へ向けた総括
2.	 ワークショップと基礎調査の実施（平成27年度）
（１）２度目の滑川校区でのワークショップ
2015年11月に横ビュー高原ふれあい館にて，２度目のワークショップを実施。滑川校区住民参加者25名，
うち１名はファシリテーター役，４名を６つのグループに分けてワークショップを行った。
（２）地域福祉計画策定のための基礎調査および中学生調査，事業所調査実施
2015年１月に住民調査及び中学生，事業所調査の３種の調査を実施した。
（３）３月調査報告書作成（全体基礎調査のみ）
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3.	 計画策定に向けた具体的な動き
４年目にはいり，いよいよ計画策定についての具体的な段階に入ってきた。平成28年度においては，以
下の日程で地域福祉計画策定に向けて，介護福祉課，社会福祉協議会とともに鹿児島国際大学（地域総合
研究所委託研究員　筆者）の三者で動き出した。担当職員と検討しながら，策定委員会や作業部会の構成，
ワークショップの持ち方についても議論を行った。当初，根占地区と佐多地区の２回程度のワークショッ
プを予定したものを，すべての校区13カ所で実施することとなった。この決定が計画策定のターニングポ
イントになったと言えるだろう。
南大隅町地域福祉計画 策定委員会
高齢・介護 専門部会 地域体制 専門部会
地域福祉計画策定において、高齢者福
祉、介護保険事業の側面から地域福祉
施策の方向性と具体的な施策を検討し、
作業部会へ提案する。
地域福祉計画策定において、地域体制の方
向性と具体的な施策を検討し、作業部会へ
提案する。
地域福祉計画策定において、児童福祉、
障害者福祉の側面から地域福祉施策
の方向性と具体的な施策を検討し、作業
部会へ提案する。
各分野からの代表者（2名）で構成し、３分科会の提案された政策・施策等の検討及び調整を図り、計画骨
子の作成 → 計画案の作成の作業を行い、策定委員会に提案する。
計画策定スケジュールの検討及び計画案の検討・修正、計画の承認を行う。
南大隅町地域福祉計画 作業部会
児童・障害 専門部会
地域ワークショップ
(地域懇話会）
地域ワークショップ
(地域懇話会）
地域ワークショップ
(地域懇話会）
地域ワークショップ
(地域懇話会）
代表者会
図１　南大隅町地域福祉計画策定のための組織構成
（１）地区別ワークショップ
平成28年度，ワークショップの日程は以下の通りである。
９月28日　佐多校区ワークショップ（参加者40名）
記念すべき第１回のワークショップである。ワークショップの進め方等の試験的意味もあり，いわばパ
イロット事業でもあった。これを踏まえて13地域全土でのワークショップの開催を決断した。
10月11日　民生委員ワークショップ（参加者30名）
地区別ではなかったが，10月の定例民生委員協議会においてワークショップを行った。これもワーク
ショップのスタイルの確認等の意味も込めて行った。ほぼこれで13地区で行うワークショップのスタイル
も固まった。（開始時間は午後６時ないし７時，ほぼ２時間程度）
11月14日　川南地区ワークショップ（参加者20名）
11月18日　川北地区ワークショップ（参加者22名）
11月21日　宮田校区ワークショップ（参加者19名）
11月24日　郡校区ワークショップ（参加者17名）
11月28日　竹之浦校区ワークショップ（参加者10名）
11月29日　大泊校区ワークショップ（参加者10名）
― 48 ―
地域総合研究　第45巻　第 1号（2017年）
12月５日　城内地区ワークショップ（参加者13名）
12月７日　島泊地区ワークショップ（参加者10名）
12月13日　登尾地区ワークショップ（参加者13名）
12月15日　大中尾校区ワークショップ（参加者16名）
12月19日　滑川校区ワークショップ（参加者15名）
12月26日　辺塚校区ワークショップ（参加者11名）
なお，策定委員会は３回，作業部会４回を実施している。
（２）ワークショップの展開
はじめに，地域福祉計画について，そしてワークショップについての趣旨説明がある。
（佐多地区ワークショップ）
ついで筆者が住民調査の結果の概要について説明する。
ワークショップでは，以下のような文章を用意して説明を行い，最終的な課題と解決策を模造紙に写し，
これを見ながらプレゼンを行う。
表１　ワークショップ作業の説明文
ワークショップ作業【110分】
（１）課題を分類しながら優先順位をつけ，最終的に３つ程度の課題に分類　40分
※ 地域の困りごとを福祉の視点で出し合い，付箋紙に書いてシートに貼り付けます。
※出された困りごとを整理・分類します
※たくさんある場合は優先順位をつけます。
（２）問題・困りごとを解決するために（解決方法の検討）50分
（１）の課題に対する解決方法・取り組みを考えます。
〈考える視点〉
① 自分たち（地域）で解決できる方法を考える。（自助，共助）
② 今ある福祉サービスの活用ができないか検討。（公助）
③ 必要なサービス，支援方法を検討（新たなサービスを生み出す）
※ 可能であれば，具体的な取り組みを「誰が」「いつ」「どのように」「何をする」まで
考えます。
（３）模造紙にまとめ，グループ毎に発表　20分
グループ毎に簡潔に発表をお願いします。
※グループで発表する方を決めておいてください。
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はじめに「課題と解決策」についての例示を示す。
（川南地区ワークショップ）
まず話し合いを進めながら付箋を使って記入する。
（大中尾地区ワークショップ）
各グループには，１名から２名の役場職員あるいは社協職員がファシリテーターとして加わり，スムー
ズな議論の流れになるように支援する。
（辺塚地区ワークショップ）
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学生が加わったワークショップもあった。
（城内地区ワークショップ）
模造紙が完成したら，討議報告を行う。
（島泊地区ワークショップ）
最後に，筆者が全体のコメントをつける。
（宮田地区ワークショップ）
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地域の目標 登尾Ａグループ
・老人クラブと学童クラブで交流し、餅つき昔遊び
をする
・七夕づくりのときに、地域の子ども達と孫を呼ん
でふれあいをする
・月に１回もしくは数ヶ月に１回でも農休日を設け
てお茶会をする（雨の日にお茶会をして交流を
図る）
・子どもが地域に少なくふれあいが少ない
・子ども達が家に帰ってこれないため、ふれあい
がない
・老人会に入る人が少ない
・人が少ないためグランドゴルフができない
・Ｕターンした家族が集落に溶け込まず困ってい
る
課題 １ 解決策 １
・家からバス停まで行けなくなるのが不安
・坂が多くて国道まで出るのが大変(買い物、病院）
課題 ２
・道路の草払いが高齢化のためできなくなってくる
・集落清掃がこれまでどおりの範囲でできないと思う
・野菜づくりができなくなった後の楽しみがない
課題 ３
・自分一人で心配しないで、隣や気心の知れた人
に頼んで連れて行ってもらう、買ってきてもらう
・お店に買い物を頼んで家まで届けてもらう
解決策 ２
・草払いができない所はシルバー人材センターへ
依頼する
・折り紙や創作等のレクリエーションを教えてもら
いみんなで集まってふれあう
解決策 ３
図２　登尾Ａグループのワークショップ図
（２）策定委員会
11月14日　第１回地域福祉計画策定委員会
地域福祉計画策定の趣旨説明と基礎調査（住民アンケート）結果の概要説明及び計画策定の進め方と作
業スケジュールについて承認された。
２月16日　第２回地域福祉計画策定委員会
第２回策定委員会では，①地域福祉計画策定作業経過報告，②地域福祉計画骨子（案）について，③地
域福祉計画の基本理念について検討した。
作業部会において議論された基本理念のうち，支持の大きかった４つのスローガンとそれ以外のスロー
ガンが示され，これらからどれを選択していくかを委員会において議論した。最終的に，もとの案にやや
修正を加え「誰もが主役！！一生現役！！　共に語ろう，笑おう，声かけよう，安心して生活できる優し
い福祉のまちづくり」に決定した。
３月23日　第３回策定委員会
はじめに，委員長の森田俊彦町長からあいさつがあり，引き続き，「南大隅町地域福祉計画」書の最終
案が事務局から説明された。質疑の中で，委員より基本計画の中の（２）地域の組織化の部分において在
宅福祉アドバイザーと民生委員・児童委員との連携協力の文言を入れてほしいという意見が述べられ，了
承された。それ以外の点においては，原案が承認された。
その後，町担当者と今後地域福祉活動計画として引き継ぐ，社会福祉協議会職員と反省会及び来年度か
らの活動計画の進め方について意見交換を行った。
（３）作業部会
12月26日　第１回作業部会（全体会，専門部会）
地域福祉計画策定の趣旨説明と策定基礎調査（住民アンケート）結果の概要説明及びワークショップ結
果から漏れている項目がないか，他に課題はないかを検証し，他計画（町総合振興計画，高齢者福祉，介
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護保険事業計画，障害福祉計画，子ども子育て支援計画）との整合性の確認を行った。
１月24日　第２回作業部会（全体会，専門部会）
基本計画（町の取り組む計画）の検討を行った。
２月10日　第３回作業部会（代表者会）
第３回作業部会の作業内容は，①計画の理念の検討，②計画骨子（案）の検討である。
また，この会は作業部会の代表者により構成されている。
①基本理念の検討
これまでの地域ワークショップ等で出た目標などを参考にしながら，理念を検討した。
検討の結果，以下の４つのスローガンの支持が高かった。これら４つのスローガンを中心に策定委員会
に提示し，最終的には策定委員会の中で決定することとした。
②計画骨子 ( 案 ) の検討
事務局で計画骨子（案）を作成しており，その構成，内容を検討した。その事務局案が承認された。
３月10日　第４回作業部会
作業内容は，計画案の確認である。計画案についての質疑を行った後に，作業部会メンバーから一言ず
つ計画案についてコメントをいただいた。
（第１回作業部会）
今回の計画の策定の特徴としては，校区・地区ごとのワークショップの結果をメインにおき，町全体の
計画案が３ページ程度の，こぢんまりとしたものに収まっているところであろう。通常，この部分の多く
のページがさかれるが，この部分はかなりシンプルなものとして，具体的なアクションプランについては，
社協を中心に手がけていく，「地域福祉活動計画」に下駄を預けた形になっている。時間的な問題もあっ
たろうが，行政が役場内でつくりあげる計画としては，このくらいシンプルなものにした方が，次の担当
に引き継ぎやすいかもしれない。また今回の計画づくりでは，役場スタッフの成長やスキルアップの部分
も注目された。13回の地区別ワークショップは住民意識の掘り起こしや住民自身の地域課題のとらえなお
しとともに役場スタッフの成長が促された点が大きかった。繰り返し，繰り返し行われるワークショップ
に参加することがそれを可能にし，役場職員の参加も増えていった。こうした点については，あらためて，
終わりにふりかえろうと考える。
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4.	 南大隅町地域福祉計画の特徴
（１）シンクタンクへの委託を求めなかった計画
南大隅町の福祉計画は，これまではほとんどの計画をシンクタンク等の外部機関に依頼して作成してい
た。今回，地域福祉計画策定については，シンクタンクに策定依頼をする代わりに鹿児島国際大学附置地
域総合研究所に助言を依頼し，行政と社協，住民でつくりあげたということができる。シンクタンクに委
託を行わなかった分，予算的には削減することができたろうが，その分行政担当者が担うべき役割は大き
くなったと言える。
（２）住民懇談会（ワークショップ）を軸とした福祉計画づくり
今回の計画を住民参加型と呼ぶとすれば，それは主として13地区のワークショップを援用して行った点
にある。ワークショップのスタイルは，さまざまであり，パイロット事業の中でも２年目，３年目の滑川
校区でワークショップを複数回行っていた。その中では具体的事業をつくるものもあった。しかし，今回
はよりシンプルに，「課題」と「解決策」をポストイットカードに記入し，最終的に模造紙に書き込むと
いうスタイルで実施することになった。２時間程度の全体プログラムの中であまりに複雑なことは望めな
いと判断したためであり，実際にこのやり方が良かったと考える。13地区は人数にばらつきはあったが，
５人から８人くらいのグループが，２グループから４グループぐらい討議に参加し，最終的にそれぞれの
メンバーの一人が，報告を行った。
筆者の役割としては，はじめの調査概要報告，そして最後のまとめである。最後のまとめの内容は，若
干の追加コメントとともに，「住民懇談会メモ」として示している。
（３）策定のための委員会構成
今回の策定委員会構成は，「策定委員会」と「作業部会」の２部構成になっているが，作業部会の中に
は「代表者会議」が含まれ，図１の構造になっている。作業部会は「高齢・介護専門部会」，「地域体制専
門部会」，「児童・障害専門部会」の３部会から構成されており，それぞれ分野ごとの専門的判断ができる
メンバーが選ばれているが，これらが地区別でのワークショップの意見を吸い上げるとともに，各分野の
行政福祉計画を吟味し，地域福祉に関わることや，他の計画では抜けている点などを見つけ出すこと，そ
してそれを地域福祉計画の中に含めることなどの役割を持つ。またこれらで出た意見を「代表者会義」で
調整するという形になっている。「策定委員会」そのものは，主に作業部会で提案された素案を修正し，
承認するという役割である。実際の運用をみてみると若干作業部会の人数が多かったように思う。
（４）地域福祉活動計画へのつなぎ
そもそも地域福祉活動計画とは，社協を中心として作成する民間計画である。全国社会福祉協議会（以
下全社協と称す）では，平成３年度に地域福祉計画策定指針を作成し，これに基づき，「地域福祉活動計
画策定の手引き」を作成している。これは，昭和59年に全社協が「地域福祉計画～その理論と方法」で提
唱した社協の策定する地域福祉計画を発展させ，当時の福祉関係八法の，新しい地域福祉の時代に対応し
た社協がになうべき地域福祉活動のための計画づくりの指針と言われていた。（高橋紘士1993：14–15）
本来は，地域福祉計画ももともと民間計画として生まれたもので，それが社会福祉法成立の中で行政計
画として位置づけられるようになったものである。地域福祉活動計画は，「福祉ニーズが現れる地域社会
において，福祉課題の解決をめざして，住民や民間団体の行う諸々の解決活動と必要な資源の造成・配分
活動などを組織だって行うことを目的として体系的かつ年度ごとにとりまとめたとりきめ」（全国社会福
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祉協議会1992：7）をいう。
今後，南大隅町地域福祉計画の考え方は，社会福祉協議会を中心とした民間計画である，「地域福祉活
動計画」にも引き継がれる。地域福祉活動計画は，地域福祉計画に対して，地区計画の側面とアクション
プランの側面の２側面を持つものと想定できる。
（５）職員（スタッフ）の意識変化
日本の個別福祉計画は平成５年作成の「老人保健福祉計画」に始まった。以後，続々と福祉計画の策定
が市町村の義務あるいは努力義務として制度化され，策定のサイクルも５年から３年に変わるものも多
かった。計画づくりの重要性が認識され，それが制度化されてきたわけであるが，自治体職員にとっては，
業務のハードルがどんどんあがってきているという印象だっただろう。しかも，行政職員は３年程度で部
署を離れることも多く，職員はいつも新しい福祉計画を前にして戸惑い，最終的にはコンサルやシンクタ
ンクに作ってもらうという手続きをとることも多かった。南大隅町においては，はじめてと言ってもいい，
コンサルを入れないやり方で福祉計画をつくったと言える。確かに大学との連携の中で，今回福祉計画を
進めたが，大学側としては計画づくりを丸投げされたとは考えていないし，実際においてもそうだった。
ワークショップ等を経験するなかで，こうした計画づくりにおける合意形成のプロセスを展開する手法
については，行政職員自身に学びがあったのではないか。13地区のワークショップに関わるなかで，こう
したスキルが磨かれていったように思う。職員は小さな成功体験を積み上げながら自信を高めていった。
願わくば，こうした経験が他の計画づくりにも波及していくことである。福祉計画のハードルはあがる
ばかりだが，自分たちの身の丈に合った福祉計画を行政職員と住民とでつくりあげること，仮にコンサル
を使うことがあっても，注文の多い客になり，自分たちでできることを考えることが重要であろう。
5.	 コミュニティワークとしての視点
南大隅町地域福祉計画策定に関して筆者は，主に地域総合研究所のスタッフとして，４年の関わりを
持った。この間，南大隅町とは委託契約を結び，旅費等に関しての資金もいただいた。この中で調査研究
を進め，計画策定に際しては，助言者の立場から参加してきた。
ワークショップの中では，ファシリテーターとしての役割を町役場からはいただいた。しかし，筆者の
側からすると，この一連のプログラムに関わる時には，コミュニティワーカーに近い役割ではないかと思
いながら関わってきた。
コミュニティワークは，一般的には「人々が集合的アクションをとることで，自身のコミュニティを改
善しようとするのを支援するプロセス」などと定義される。（Alan Twelvetrees1991: 1）
何度も述べるように，行政の福祉計画には，コンサルやシンクタンクが関わり，作成することも多く，
南大隅町においても多くの福祉計画がこうした流れで作られてきた。
結果として役場職員からは，「我々がやるのはシンクタンクの作った原稿の誤字脱字の修正をしている
だけ」といった類いの話を聞くこともたびたびあった。これは本来の計画の在り方から言っても是正すべ
き問題である。少なくとも，行政計画である限り，行政の責任の範囲内でしかも，住民参加が担保できる
形でつくりあげるのが地域福祉計画のはずである。大学がコンサルやシンクタンクの肩代わりをしたので
は意味がない。果たして大学は地域を支援するという形で最終的には，行政や地域をエンパワーメントす
ることができたか。このテーマはソーシャルワークに共通した側面である。ここでは以下の７点に留意し
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ながら，役場職員自身の評価2も入れながらコミュニティワークの視点から確認を行ってみる。
①地域住民の計画への参加を担保できたか
住民参加を担保する仕方は，いくつか存在するだろうが，今回の場合，少なくとも13地区ワークショッ
プを通して，地区住民の意見聴取が出来たことが大きいと思われる。他の福祉計画策定においては，こう
した手続きはとられていない。
コミュニティワーカーとしては，役場・社協スタッフとともにワークショッププランを具体的に練り，
13地区中11地区のワークショップに参加（ファシリテーターとして），基礎調査報告やまとめの報告（住
民懇談会メモのような発言をした）を行い，住民活動に支持的に対応した。
（役場職員の評価）
地域ワークショップを町内全域で実施し，200名を超える地域住民に参加していただき，地域住民
の力で地域の課題と解決策を考えまとめていただいたこと，また，地域住民が検討・まとめたものを
そのまま地域の計画・方向性として掲載したいとの想いが実現できたことから，住民の参加と協力な
くしては策定できなかった計画であると感じている。また，地域ワークショップで出た意見を現状と
課題として整理し，行政が取り組むべきこと（基本計画）も検討してきた。住民参加の満足度を何処
に設定するかの基準は解らないが，「住民参加無くしてはできなかった計画」と言える。
②行政計画として行政が責任ある計画をつくることができたか
これまでコンサル任せになっていた福祉計画づくりにおいて，計画案についての行政職員の参加は弱
かった。今回は，行政が主導しながら，策定委員会，分科会，そしてワークショップの運用をリードし，
説明を行ってきた。コミュニティワーカーとしては，それに対してアドバイスや励まし等を行った。
（役場職員の評価）
①で記したように，地域住民が考えてまとめたものをそのまま掲載した訳だが，一方で，行政とし
て地域住民ばかりに任せることなく，地域住民が活動していくために行政が取り組むことを目的とし
て，基本計画として記載した。行政と地域住民が両輪として動くことを考えての計画であると考えて
いる。行政主体の計画でなく，「住民が主役，地域が主体」である計画を策定したいとの想いと，地
域住民が見たくなる計画を何とか作れないかとの想いで取り組んだ
③計画づくりを通して，行政職員のやる気を引き出すことができたか
少なくとも，この計画づくりが４年もかかってしまった一因には，シンクタンクに依頼して計画を作り
続けてきた行政職員をエンパワーしていく難しさがあった。
実際にこのプランに関わった始めは，筆者が計画を作るものと考えていた節があり，途中からはコンサ
ルと大学の両方からの支援を考えているようでもあった。しかし，３年目頃から行政職員の福祉計画に関
わる態度が変わり始め，13回のワークショップにも参加する職員が増え，住民との対話の中で計画づくり
のノウハウ等を身につけ始めた。
コミュニティワーカーとしては，職員の主体的関与，やる気に応じて，少しずつ，指導的発言を少なく
し，支持的態度で応ずるようにした3。
（役場職員の評価）
当初は，行政職員は地域福祉や地域福祉計画策定の意義についての十分な知識もなく理解もしてい
なかったが，計画づくりを通じて地域福祉の意味や策定の意義を見いだせた。ただ，策定担当者とそ
の他の職員との間には，当然のことだが，地域福祉計画策定や福祉のまちづくりに対する温度差は感
2  地域福祉計画に中心的に関わってきた職員からの意見聴取である。
3  コンサルを入れないことも，住民ワークショップも，行政職員にとっては初めての経験であり，さまざまな点で不安を抱えて
いるものであり，その点についての知識を提供したり，精神的に励ましたり，といった活動が必要であった。
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じるが，地域福祉，福祉のまちづくりの考えや必要性についての職員の理解度は当初と比較すると高
くなっていることは事実。（課内職員の約７割がワークショップに最低１回は参加している）職員（他
の課の職員も含む）の中には「やるときには声かけてください。」とやる気のある職員もいる。
④地域づくりを通して行政内部の組織化を進められたか。
この点は，まだ十分な成果としては示されていない。地域福祉計画での学びを職員が共有し，次の福祉
計画に生かせるかどうかは，まだわからない。
（役場職員の評価）
計画策定に当たり，町長はじめ各課長へ「福祉のまちづくり」から「地域づくり」，「地域おこし」
へつながることの説明と協力の呼びかけはした。地域福祉計画を策定したことや福祉のまちづくりに
取り組みはじめることについて庁内職員は認識していると思う。全庁的な取り組み，組織化は必要で
あると思うが，できていない。
⑤行政と他機関の連携を促進することができたか
行政と社会福祉協議会の連携は促進された。13回のワークショップには，行政職員と社会福祉協議会職
員がともにファシリテータとして参加し，計画策定後は，地域福祉活動計画と地区社協を立ち上げる予定
になっている。
（役場職員の評価）
計画策定作業は最初から最後まで町社会福祉協議会と共に考え作業してきたことから，考え方や方
向性は十分に共有できたと思う。また，作業部会，策定委員会での作業等を通じて関係機関・団体と
の考え方をある程度は共有できたものと感じている。行政と関係機関や関係団体との連携の取りやす
さ，動きやすさが「小さな町の強み」だと感じる。
⑥行政と住民との相互理解を深めることができたか。
少なくともワークショップの過程を通して，地域福祉の推進について，ある程度の合意形成がとれるよ
うになってきた。
（役場職員の評価）
地域ワークショップでの作業を行う課程の中で，地域住民が地域福祉，福祉のまちづくりについて
理解していったと思う。そう思う理由は，ワークショップを開始した時点での地域住民の表情とワー
クショップが終わる頃の住民の表情が明らかに違っていたこと（険しい表情から軟らかな満足感を感
じた表情へ変化），実際のワークを通じて「そういうことか」との気付きを目の当たりにしたから。
行政側からの説明だけで理解を得ることは難しく，作業効果の有効性を感じた。
⑦計画づくりに地域の社会資源を活用できたか―地産地消の福祉計画
基礎調査の作成にはじまり，一連の流れの中で，南大隅町の社会資源を活用していくことを提案してき
た。できれば，データ入力の仕方や計画書の作成等を地元の団体に依頼したかったが，それができないと
ころもあった。しかし少なくとも計画書の作成を地元作業所に依頼している。
何れも定性的評価であるが，コミュニティワークの一環として関わった，一定の成果として考えること
ができよう。
（役場職員の評価）
計画策定に関わった人材は全て南大隅町の住民，関係団体であり，また計画書の印刷・製本も町内
の印刷業者を活用し，製本については，大学側の助言もあって，町内の障害者就労支援事業所にお願
いした。策定助言以外は，全て地域の社会資源によって賄うことができた。
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6.	 アクションリサーチの視点
地域福祉計画策定に向けてのパイロット研究の中での活動の中心は，地域福祉推進についての住民への
アンケート調査であり，この調査結果を使って地域に対する住民の理解を深めたり，地域福祉についての
意識を啓発した。ともすると行政のこうした調査は，あまり活用されることがなく，調査を行ったという
事実だけが残ることも多い。さまざまな福祉計画が策定されるたびに，基礎調査が行われ，住民は，いわ
ば調査疲れをしているところもあり，しかも調査結果は十分に住民には知らされない。こうした循環は，
ますます住民の調査離れを促進するのではないかと懸念する。
社会調査を実施する者としては，調査結果を住民に知らせることは，倫理上の義務であるとともに，地
域啓発の手段であるとも考えている。そのため，今回の調査においても住民を対象にした調査報告を行い，
必要に応じて，それに受け手のワークショップを実施してきたのである。
こうした方法は，①研究者が現場に入り，その現場の人たちも研究に参加する「参加型」の研究②その
現場の人たちとともに研究作業をすすめていく「民主的な活動」。③学問（社会科学）的な成果だけでな
く「社会そのものに影響を与えて変化をもたらす」ことをめざす研究活動という特徴をもつ，「アクショ
ンリサーチ」にも近いものであると思う。
キャサリン・ポープとニコラス・メイズは，「この研究の強みは，現実の問題を解決することを目指し
ている点にあり，また研究への参加やその後の展開を通じて現場で業務に携わっている人たちに力をつけ
てもらえる（empower）点である。現場の人たちがこのアクションリサーチに取り組むきっかけとしては，
自分たちの業務を自らが研究しようと始める場合もあれば，外部から研究者を招いて，問題点やその解決
策を検討するとともに，改革の進み具合やその成果について調べようとする場合もある」（キャサリン・
ポープとニコラス・メイズ2001）と述べている。
筆者の中では，コミュニティワークとアクションリサーチの視点を意識しながら，４年間の活動を進め
てきたと言える。
おわりに―オンリーワンの福祉計画
南大隅町との委託研究の始まりは，鹿児島県社会福祉協議会が主催する会で講演を行った時に，南大隅
町職員より声をかけられたことによる。当時，筆者は，南日本新聞社と一人暮らし高齢者の社会的孤立に
ついての調査研究（４自治体調査）をまとめていた頃であった。この調査は，県内のうち，鹿児島市，南
さつま市，喜界町そして南大隅町の４自治体の一人暮らし高齢者を調査するもので，鹿児島県の中心に位
置する鹿児島市，笠沙や坊津など高齢化の進んだ地域と加世田市のように比較的高齢化の進んでいない地
域の混合自治体である南さつま市。喜界町のような離島，そして県下で最も高齢化が進んでいる南大隅町
の，特徴ある４自治体を選んだが，当初は，自治体間の比較を想定したものではなく，単にバランスを考
えての選定であった。
しかし自治体間比較をしてみると，都市部の鹿児島市と過疎が進んだ南大隅町との比較だけではなく，
離島である喜界町と南大隅町との比較結果が興味を引いた。別居家族との連絡を両方で比較してみると，
離島であるということで喜界町は島外を出た子どもとは交流が少ないのかと思いきや南大隅町の方が別居
家族と連絡をとることが少なかったのである。これはどうしたことか，また買い物の利便性等も喜界町の
方が評価が高かったのである。南大隅町にさまざまな点で生活の不便さを感じたが，そのことがまた南大
隅町に関心をもったところでもあった。その後南大隅町より地域福祉計画策定についてのパイロット研究
の要請を受けた。その時，職員から「日本一の福祉計画を作って下さい」と言われ，戸惑ったのを覚えて
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いる。日本一が何を意味するかは，いろいろ考えもあったのだろうが，何も言わずに聞き流していた。少
なくとも，自分たちで作っていこうとする気概はあまり感じなかった。しかし大事なことは日本一の計画
を作ることではない。それぞれの自治体にマッチした計画を作ることである。SMAP の歌にいう，「ナン
バーワンよりオンリーワン」。
※住民懇談会メモ
１．行政へのお願い型から分担型・提案型
懇談会に参加していて，初期にはグループによって，地域課題は行政や専門職が解決するものと考え，「お
願い」に終始するものが見られた。しかし，例えば介護保険サービスでヘルパーがはいることで，住民が関わ
らなくなると地域の問題解決力が低下する。
地域は地域でできることを考え，専門職と共同して行う必要があるのではないか。ともすると，こうした懇
談会は行政への要望になりがちだが，私たちもここまでやりますから，行政もここまでやってくれという分担
型や提案型の動きが地域から出てくるといいと思う。
２．子どもたちがふるさとを去る，特に驚かないところに「誇りの空洞化」をみる。
調査報告の中で地域によっては全員の中学生が地元に残らないと答えていることを話したが，特に驚かれて
いないところもあった。地域に若い人が来てほしいと言いながら，自分の子どもは外に出すという大人の態度
があったのではないか。これを学者は「誇りの空洞化」と呼んでいる（小田切2007）。確かに，地域によっては，
地元から町外の高校に通えないという問題がある。うまく路線をつなぐようなやり方はないだろうか。
（ふるさと意識の醸成が必要）
徳之島の中学生に同じ調査をしたときは，半数が地域に戻りたいと言っていた。小さい時から，地域との交
流や思い出が強いのだろうか。沖縄や奄美群島では，何かあったら戻ってくるという態度があるようにも見え
る。いったん外に出ても，地域にいい思い出があったり，最後はふるさとで過ごそうかという思いを地域はつ
くるようにできるのではないか。日頃からふるさとを思うきもちを作ることが大事ではないか。
（平凡教育は地域が担う）
学校側にも，地域が日常的な生活習慣等の習得に果たしている役割を十分，考慮してもらう必要があろう。
柳田国男の著作に「平凡と非凡」というものがある。平凡教育とは，試験で何点取るとか，他者よりいい点数
をとるとかではなく，地域の人に挨拶をするとか，お墓を大事にするとかの日常的な常識に関わることだ。昔
はこうしたことを地域の人に教わっていた4。
（別居家族の関心を地元に向けさせる―集落に帰った別居家族との交流）
霧島市のある集落では，お盆で帰ってきた別居の家族を巻き込んで集会を行う。そこで昔の写真などを見せ
てふるさとを思いださせるということをやっている。常に「あなたのふるさとはここですよ」と思い出させる
ことが大事ではないだろうか。別居家族と情報共有ができていないという話もあった。以前，喜界町（島）と
南大隅の比較調査をしたが，離島であるにもかかわらず，喜界町の方が，別居家族との交流が盛んだった。
３．地域外のサポーター（南大隅を外から見守っている人，応援している人）
人は出て行くが，ここがふるさとと思っている人も多くいる。十島村の宝島に小規模多機能施設を作る時に，
関東に住む宝島出身者が，「あそこに自分の土地があるから使ってくれ」と申し出て施設ができた。地域を離
れても，なにかあったら地域のためにという人も多いのではないか。集落住民だけでなく，別居している家族，
観光で来る人，昔ここに住んでいた人，大学生や教員などなども巻き込めれば，マンパワーが広がる。そこに
は住まない人だが，たまにそこに通ってくる人間も考えると南大隅町に関わる住民は多くいるはずである。
４．サロン活動の多様性－サロン二次会，おしかけサロン，小規模サロン
（サロンでも出てこない人もいる。出てこられない人もいる。サロンの二次会）
ふれあいサロンは，全国的に広がる地域活動であるが，実は，通常のサロンが終了後，より少人数で気心の
あった人たちが二次会を行うケースがある。ここにはフォーマルなサロンには来なかった人も含まれるという
（木原2003）。
お年寄りが他の家に行かなくなったという話があった。体も不自由になってきているのか。身近で交流がで
きるようなことができないか。また出てきにくい人には，こちらから押しかけていく方法もあるだろう。目が
不自由な方，耳が不自由な方は，どうしても公共の場にでにくくなる。小グループで，こちらから自宅を訪問
して小規模なサロンを行うこともできるのではないか。
　 　
4  柳田の「平凡と非凡」をコミュニティ論の側面から注目したのは，鳥越（鳥越2008）である。
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（支援される側からする側への大転換）
サロンで人が集まらないという話があった。鹿児島市の場合はお達者クラブをやっている。その発足時に健
康づくり推進員，81歳の方のインタビューが新聞に出ていた。「去年までデイケアに通っていました。今年か
らボランティアでがんばります」というものだった。昨年まで支援される側だったが，今年からは支援する側，
こうした回転が大事だろうと思う。また支援する側にまわることでボランティア意識や社会貢献として粋に感
じる方もおられるのではないか。
５．支援を必要とする若者の存在
懇談会では，少ないながら若者がいたグループもあったが，あまり元気がなかった印象だ。20代，30代と高
齢者との交流は少ないということだったが，若いから元気がいいとか，地域で頑張っているということでもな
いのかもしれない。秋田県の藤里町では，高齢者からの訴えで，若者の引きこもりへの支援を行い始めた。高
齢者＝支援される側，若者＝支援する側ということではない。若者の社会的孤立対応も考えていかねばならな
い（藤里町社会福祉協議会2014）。
６．住民の助けあいの強化
（自助型小地域ネットワークづくり）
民生委員のサポートをする人，見守り等のお手伝いをする人が必要との声があがっていた。見守りシステム
には２つ機能があると言われている。必要性を発見し，専門職等につなぐ仕組みと地域での助けあいの仕組み
である。これからは高齢者が高齢者を支える仕組みなども作らねばならないのではないか。80歳でも元気な人
は多い。みんながお客様では地域は立ちいかないだろう。
（住民オール認知症サポーター）
認知症についての懸念も多くのグループで討議されていた。「近所の人が認知症ではないかと思われるが，
その判断も，どういう対応をすればいいのかわからない」という状況がある。自身の予防も含め，認知症サポー
ター養成講座を地域住民が全員受講し，認知症の判断と対応，自身の予防を行う。集落の全員がサポーターに
なるということはできないだろうか。
（集落内シルバー人材センター）
ある地域では，単なる近隣の善意だけでは，事故等が起きたときのことを考えると不安との声もあり，なじ
みの関係にある人たちを集落内シルバー人材として活用できないかなどのアイデアが出ていた。確かにあまり
知らない人に部屋に入られたくないというのがあるので，なじみの関係がいいだろう。
（達人を呼び，話を聞く）
集落での困り事を解決したという「達人」を集落内に呼び，アドバイスをもらうということも考えられるの
ではないか。集落でうまくいっているところ（成功例）の人を呼んできて，聞くのもいいかと思う。葉っぱを
使って商売した例もある。
７．見方を変えていくこと
（あるものを見直す視点）
討議の中で，今あるものを再評価することの大事さを強調するところもあった。福祉サービスを実は住民が
知らない。情報を持っていないということもある。その意味で，福祉サービスを簡潔にまとめた冊子が有効だ
という話である。それによって今あるサービスを活用できる5。
（５年後10年後を見据える）
今の集落は，助けあいの仕組みが自然にできているので大丈夫という主張をするグループもあったが，しか
し５年後，10年後の集落像を見据えた対策が必要であろう。
（情報の集約）
情報を集約することが大事ということも強調されていた。バス路線，移動販売者の経路をどの程度知ってい
るのか，今行われている情報がはいってこないために，うまくまわらないということがあるのではということ
だった。
（海士町の考え方）
海士町の振興計画では，ひとりでできることは何か，10人でできることは何か，100人でできることは何か，
1000人でできることは何かを考えている。こうした提案のしかたも大事だろう（海士町2009）。
８．地域福祉の原点
（ソーシャルインクルージョン―誰も排除しないということ―）
ゴミの分別がうまくできないときに，犯人捜しをしてはだめだという話があった。まさに「ソーシャルイン
クルージョン」だ。だれも排除しない。「町内会にはいっていない人には，何もしなくてもいいんですよね」
　 　
5  この話は，具体化され，行政の「南大隅町福祉サービスのしおり」がリニューアルされ全戸配布された。
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ということではない。排除しないという考え方。犯人捜しをしないでみんなを仲間にする考えは大事だろうし，
そうした声が住民の中からわき上がることはいいことだろう。
（集落の緩和ケア）
現在，至る所で，地域活性化や地域振興を目的としたワークショップが開催されている。これらと地域福祉
はどのように違うのだろうか。重なっているところも多い。しかし，地域福祉は最終的に地域が活性化しなく
ても，そこに生活する人たちがいる限りは，成立するものである。最終的に，人がいなくなるかもしれないが，
そこにいる人たちの幸せを達成するために何ができるかを考えること，生活している人がいる限りは生活しや
すい環境をつくること，それが地域福祉である。
９．その他
印象に残った議論として，避難所のトイレの問題，バリアフリー化していないという問題があった。体が不
自由な人が使えるのかなどの確認が必要である。避難所そのものの再点検の必要性を訴えたグループもあっ
た。また有償ボランティアとボランティア登録がかみ合っていけばいいなどの意見もあった。
10．スタッフの学び
これだけの回数をこなすと，ファシリテータとして参加したスタッフの力量も確実にあがっている印象を受
けた。はじめは怪訝そうな顔をしていた住民も１時間も議論していくと熱心に議論するようになるという確信
をもつようになっていった。どういった点を住民が課題として考えているのか，その共通性の理解。話をまと
めあげていくスキルのアップなどである。そのためには確かに一定の場数を踏むことが必要だろう。
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